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研究成果の概要（和文）： イギリスにおける司法審査は、原告適格が拡大し、政府は、司法審査のアクセス制
限を提案した。提案に対しては、法の支配に反するとして、厳しく批判がなされてきた。政府は、原告適格の制
限等は取り下げたものの、財政的負担を増やす提案を実施した。また、カート（Cart）事件最高裁判決を受け、
審判所は司法の一部を構成するので、裁判所とともに、法の支配を支えるものとされた。裁判所・審判所に共通
して、裁判官の任命過程が注目され、司法の独立性のみならず、司法のアカウンタビリティの重要性が指摘され
ている。さらに、政府は、より略式の紛争解決手段の活用を目指しているが、公正性や独立性の点で疑問が出さ
れている。

研究成果の概要（英文）：The standing of judicial review has been widened and the U.K. Government 
proposed to limit the access to judicial review. But this proposal has been severely criticized 
because it is contrary to the rule of law. Consequently the government withdrew the proposal of 
limiting standing but introduced the policy of increasing financial burden. After the decision of 
Supreme Court in Cart case, it is understood that tribunals uphold the rule of law with courts 
because tribunals belong to the part of the judiciary. The way of appointing the judges common to 
tribunals and courts has been attracted to attention. It is pointed that not only judicial 
independence but also judicial accountability are important. The Government intends to use more the 
informal dispute resolution but academics doubt it from the viewpoint of fairness and independence. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）法的立憲主義の進行と公法改革の進展 

 1997 年に誕生したブレア政権以降、保守
党と自由民主党の連立政権の下においても
公法改革が進行している。憲法においては、
法的立憲主義の進行が顕著である。国会では、
庶民院の議事改革がなされ、法案前の政策の
事前審査だけではなく、法律の事後審査も開
始され、立法統制が強化されており、連立政
権の下では、容易な解散を防止する解散制限
法も成立している。自治体においては、新し
い統治構造が採用され、国会の省庁別特別委
員会がモデルとなって議会監視にも関心が
払われている。また、選挙制度改革やスコッ
トランド独立のような重要事項については、
レファレンダムが実施されるか、実施されよ
うとしている。さらに、官民関係では、当初
の営利企業の活用から、市民社会における団
体への注目が増し、連立政権は、それを Big 
Society と称して政策展開を図っている。そ
して、わが国とほぼ同時期に成立した情報公
開法により、国会ではなく、直接国民に対し
て行政のアカウンタビリティが確保されて
いる。以上の動向は、国会主権、大臣責任制、
ウエストミンスターモデル、選挙独裁、自治
体における議会委員会制等のイギリス公法
に特徴的な考えの変更を迫るもののように
もみえるが、他方で、国会の貴族院は庶民院
との権限分配を意識して改革が進まず、レフ
ァレンダムもあくまでアドホックに個別法
律で実施され、自治体においても、公選首長
は限られ、都市計画分野に関しては伝統的な
組織形態が継続しているように、従来の考え
も維持されており、普遍性と固有性の衝突と
妥協を通した両者の相互関係の再編がみら
れる。 
（２）人権保障システムの転換と実効的な
行政救済法改革 
 1998 年にヨーロッパ人権条約を国内裁
判所の審査基準として用いることを規定す
る「人権法（Human Rights Act）」が制定さ
れ、これにより、実効的な権利保護・権利救
済や公平独立な審判機関の必要性が強く意
識され、制度的に司法改革が進められ、2007
年法により、二層制の統一的審判所へと改革
がなされ、裁判所と審判所の関係として、審
判所の専門性の再評価が進み、個別の審判所
のあり方にも関心が向けられている。また、
制度改革だけではなく、裁判所の審査基準に
おいてもヨーロッパ大陸型の比例原則とイ
ギリスに伝統的な不合理性審査の関係をど
のように理解するかをめぐって長期にわた
って議論がなされてきている。さらに、裁判
所以外でも、複数のオンブズマンが、共同し
て苦情処理について従来よりも統一的な対
応を意識して活動し、また、2007 年法によ
り、従来の審判所審議会が改組されて行政的
正義および審判所審議会（Administrative 
Justice and Tribunals Council）が設置され、
より一般的に「行政的正義」に注目が集まる

中で、連立政権により早くもこの審議会が廃
止されることになったが、それを契機に、従
来のような個別的な制度や原則ではなく、
「行政的正義」の一般的な原則を模索する動
きがみられる。以上の動向は、アメリカやヨ
ーロッパ大陸における公法の動向を意識し
つつ、イギリス固有のプラグマチックな思考
方法から、より原則的な思考方法へ転換しよ
うとするもののようにもみえるが、他方で、
なおも、伝統的な不合理性審査が活用され、
国会オンブズマンにおける議員フィルター
の維持や第三者機関による監視の重視もみ
られるところである。このように、人権保障
のあり方や行政救済法の改革においても、普
遍性と固有性の相互関係の再編成の状況を
みてとることができる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、まず、イギリス公法改革（主要
には行政法の改革を対象にし、関連してそれ
を枠付ける憲法改革も対象にして）の内容を
明らかにすることを目指す。ブレア政権以降、
連立政権の下においても継続して公法改革
が進行しているが、その思考と志向の異同を
明確にする。関連する公法改革を有機的に理
解し、明確にできるようにする。その上で、
公法改革における普遍性と固有性の相互関
係の再編について検討を行うが、当然のこと
ながら単に固有性が消滅し、普遍性が支配す
るというわけではなく、相互に入り組みなが
ら特定の改革が進行すると考えられる。その
ような普遍性と固有性の相互関係の再編の
状況や、さらに、その再編を招くファクター
を解明することによって、イギリス公法の理
解を深化させることを目指している。 
 研究代表者・研究分担者の多くがイギリス
行政法研究会のメンバーであり、過去 2 度、
科研費の助成を受け、イギリス行政法に関す
る研究を実施してきた。また、それ以外の研
究分担者に加わっている者は、イギリス行政
法研究会に先行して長期にわたって共同研
究を継続してきているイギリス憲法研究会
のメンバー（の一部）である。今回行政法の
研究者に加えて、憲法の研究者に科研に参加
してもらうことにより、わが国以上に憲法と
行政法の距離が近いイギリスの公法につき、
有機的に関連付けた検討を行うことが可能
である。 
 本研究は、まずはイギリスの公法改革の内
容を明らかにするものであるが、それは、単
に制度改革の状況や改革を支える理論を明
らかにするだけではなく、さらに、イギリス
公法の背景にある固有性と、イギリス公法に
とどまらないアメリカやヨーロッパ大陸の
公法にも共通する普遍性がどのような相互
関係において再編され、イギリス公法が改革
されているかを明らかにするものである。わ
が国の公法学からみて例外的な扱いをされ
てきたイギリス公法が、単にアメリカやヨー
ロッパ大陸の公法に同化または同調したも



のではなく、独自の立ち位置を有することを
示すことによって、イギリス公法の理解を従
来よりも深化させることを目指している。ま
た、わが国においても公法改革が進行中であ
ると考えられることから、イギリス公法改革
を対象にした普遍性と固有性の相互関係の
再編を解明する本研究は、わが国における公
法改革の普遍性と固有性の相互関係を検討
する上でも、重要な研究上の手法・基準を提
供するものとして有益であり、わが国の公法
学の発展にも寄与するものである。 
 
３．研究の方法 
（１）研究組織 
 研究代表者は「研究統括」の責任を負うと
同時に他の分担者と同様に特定のテーマを
分担した。研究代表者・分担者は、イギリス
の憲法学または行政法学を比較法的に研究
してきており、憲法と行政法ごとに「統治構
造と行政システム」と「人権保障と行政救済
法」というテーマに分かれ、大きく四つのグ
ループで、本研究を進めた。そして、全体の
研究会のほかに、必要に応じてグループ内や、
複数のグループの合同で研究会を行い、憲法
と行政法の関係や両テーマの関係をより有
機的に考察した。 
 研究代表者を含め、多人数が参加すること
から、相互調整のために事務局を置くことに
し、南山大学に所属する 3 名で事務局を構成
した。 
（２）研究の進め方 
 一般的な研究会開催やイギリスでのセミ
ナー参加、ヒアリング調査を別にすると、本
科研の重点としては、次の二つがある。第一
に、エセックス大学のサンキン（Sunkin）教
授とボンディ（Bondy）上席研究員を迎えて、
司法審査と行政的正義に関するセミナーを
開催した。南山大学と龍谷大学で両先生に
別々の報告を依頼し、本科研のメンバーを中
心に、イギリス憲法研究会のメンバーにも参
加を呼びかけて、意見交換を行った。第二に、
本セミナーの成果も活かしつつ、いわば科研
の中間報告としても位置付けつつ、5 名のメ
ンバーで比較法学会のミニ・シンポジウムで
報告を行い、出席者と質疑応答を行った。そ
して、サンキン教授とボンディ上席研究員の
報告原稿の翻訳と、比較法学会での報告をベ
ースにした論文からなる榊原秀訓編『イギリ
ス行政訴訟の価値と実態』（日本評論社、2016
年）を公刊した。 
 
４．研究成果 
（１）イギリス公法改革の進展とその評価 
 イギリスにおける司法審査は、移民・出入
国管理領域の司法審査件数の急増を受けて、
第二層審判所で審理され、リージョン化によ
ってロンドン以外でも審査されるようにな
った。また、原告適格が拡大したが、政府は
司法審査のアクセス制限を提案した。この提
案に対しては、法の支配に反すると批判がな

され、原告適格の制限等は取り下げられたも
のの、財政的負担を増やす提案等が実施され、
関心事となっている。また、審判所は、第二
層審判所の判断が尊重されたカート（Cart）
事件最高裁判決を受け、司法の一部を構成す
るもので、裁判所とともに、「法の支配」を
支えていると評価されている。そして、裁判
所・審判所に共通して、裁判官の任命過程の
あり方が注目され、司法の独立性のみならず、
司法のアカウンタビリティの重要性が指摘
されている。さらに、政府は、より略式の紛
争解決手段の活用を目指しているが、公正性
や独立性の観点から疑問が出されており、救
済機能が低下していると批判されている。 
（２）研究の主な成果と今後の展望 
 現在イギリスでは、Brexit の方向で政策が
進み、また、ヨーロッパ人権条約とも一線を
画し、1998 年の人権法を見直そうとする動
向がある。しかし、それにもかかわらず、司
法審査や行政的正義における公正性や独立
性の確保にかかわっては、効率性の要請にも
配慮しつつ、ヨーロッパ法の影響を受けつつ、
イギリス固有の「法の支配」を位置付け直し、
行政救済制度や事前手続・参加制度の新たな
あり方を考えようとする姿勢をみてとるこ
とができる。また、イギリスにおいては、わ
が国と同様、司法の独立性が伝統的に重視さ
れてきたが、それに加えて、イギリスでは国
会の役割に特徴があると考えられる司法の
アカウンタビリティにも関心が向けられて
きた。翻ってわが国の状況をみると、法律扶
助や、訴訟以外での救済可能性を含めた実効
的権利救済のあり方や司法のアカウンタビ
リティのあり方の検討が必要となっている
と考えられる。 
 本科研の成果は、司法審査を中心としたも
のに関して、先に述べたように、榊原秀訓編
『イギリス行政訴訟の価値と実態』（日本評
論社、2016 年）を公刊した。今後も、司法
審査以外のより広範なテーマを対象に、書籍
公刊を計画している。また、本科研に続いて、
次期科研として5年間の研究が認められてお
り、既にマンチェスター大学トーマス
（Thomas）教授やシェフィールド大学ジー
（Gee）教授には、国際セミナーへの参加と
報告を承諾していただいている。新しく学術
交流をしていく研究者を含めて、イギリスの
行政法研究者とより密接な連携をもちつつ、
研究を違法性の判断構造を明らかにするも
のへと進め、わが国の裁量審査の議論等にも
貢献していくことを予定している。 
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